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研究成果の概要（和文）：明治期にドイツ留学を経験した耳鼻咽喉科医師である岡田和一郎

は、帰国後、「聾唖」児の残存聴力の評価と適切な活用による教育の必要性とともに、聾唖

教育の義務化、無教育聾唖者のための保護施設の設置等を主張した。久保猪之吉は、大学

耳鼻咽喉科教室の研究・臨床環境の整備を通して地方および全国の両レベルで聾唖教育に

関わった。しかし、聾唖学校や小学校に難聴児のために学級が設置されるのは、岡田の最

初の主張から四半世紀後の 1926 年のことであった。 
 
 
研究成果の概要（英文）：Waichiro Okada, the first professor in otorhinolaryngology in 
Japan who studied in Germany, informed educators of means to evaluate residual hearing 
of the ‘deaf-mute’ and insisted the need for compulsory education for the deaf and 
custodial care for the deaf in case they were uneducated. Inokichi Kubo, one of 
Okada’s successors, created experimental and clinical research environment at his 
otorhinolaryngology laboratory which had relations to educators of the deaf at both 
local and national level. Special class for the hard of hearing, however, had not 
been established until 1926, a quarter of a century after Okada’s first advocacy. 
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１．研究開始当初の背景 
 大正末期以降の日本の聴覚障害教育は、そ
れまでの慈善事業としての枠組みから学校
教育としての制度的枠組みのなかへと定着

していくとともに、教育方法の面では教育活
動全般を発音と読唇によって実施するとい
う口話法教育が全国的に普及する時期であ
る。この制度的・方法的整備の背景には、国
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民教育の普及にともなう富裕層家族による
教育需要、聴覚障害教育関係者による盲唖教
育令制定の請願運動が存在したが、他方で、
欧米留学による海外の聴覚障害教育の制
度・方法の摂取も関係していた。とくに口話
法の導入や教員養成システムの改編におい
ては、口話法の歴史的蓄積があり、教員養成
においても先駆をなしたドイツの情報の果
たした役割は重要であったと考えられる。 
 例えば、明治期には、官立東京盲唖学校校
長・小西信八、大正前期には官立東京聾唖学
校教諭・石川文平、大正後期には、文部官僚
であり後に官立東京聾唖学校教諭となる川
本宇之介といった人々が、欧米留学の一環と
してドイツを訪問している。また医学の領域
でも、明治期に東京大学医学部耳鼻咽喉科の
岡田和一郎がドイツの耳科学の情報を紹介
している。このように、人的交流の歴史があ
り、日本の聴覚障害教育の制度・方法への影
響が考えられるドイツとの関係において、日
本の聴覚障害教育の成立過程を捉えなおす
ことは、日本の聴覚障害教育がいかなる経緯
と考え方によって成立したのかを正確に理
解、この教育のこれからの在り方を展望する
上で重要である。 
 ところで、日本の聴覚障害教育の制度的・
方法的整備に関する研究には、中野・加藤
（1967）、平田（1989）、荒川（1992）の研究
があるが、海外情報の摂取とその影響との関
係から捉えた研究は、中野・加藤（1967）が
幕末期から明治初期を詳細に扱った以外は、
まだほとんど進んでいない。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、日本の聴覚障害教育の制度的・
方法的整備の過程で、ドイツ情報がどのよう
に摂取され、日本の聴覚障害教育の制度的・
方法的整備にいかなるに影響を与えたのか
を究明するものである。具体的には、明治期
から昭和戦前期を対象として、ドイツ渡航を
経験した聴覚障害教育の関係者が、帰国後に
聴覚障害教育の世界で残した足跡を整理し、
その整理に基づいて、ドイツから紹介された
情報が国内においてどのように解釈され、日
本の聴覚障害教育の制度的・方法的整備に関
係していったのかを明らかにする。戦後期に
ついては、アメリカ教育使節団からのアメリ
カ情報の流入によって、ドイツ的要素がどの
ように変容したのかについて、アメリカの影
響を強く受けた聴覚口話法が、日本において
確立する 1960 年代までを区切りとして明ら
かにしていく。 
 
３．研究の方法 
 以上の目的を達成するために、次の手順を
とる。 
(1) 明治期から昭和戦前期を対象として、ド 

イツ渡航を経験した聴覚障害教育の関係者
が残した足跡を整理し、ドイツから紹介され
た情報が日本の聴覚障害教育の制度的・方法
的整備にどのように関係していったのかを
明らかにする。 
 
(2) 戦後期については、アメリカ教育使節団
からのアメリカ情報の流入により、ドイツ的
要素がどのように変容したのかを 1960 年代
までを区切りとして明らかにしていく。 
 
 なお、研究期間が３年経た時点でおこなっ
た自己評価により、上記の(1)に絞って分析
をするよう、研究内容・方法を変更した。 
 
４．研究成果 
(1)主な研究成果 
 ①日本の聴覚障害教育の方法的・制度的整
備への耳鼻咽喉科医師の関与 
 耳鼻咽喉科学は、明治期以降にドイツを主
要な留学先として飛躍的に発展し、日本の聴
覚障害教育の方法的・制度的整備にも影響が
あったと考えられるため、日本の耳鼻咽喉科
学に関する文献研究をおこなった。 
 明治末期にドイツ留学を経験し、その後、
日本の聴覚障害教育に関与した岡田和一郎
（1864-1938, 東京帝国大学医学部耳鼻咽喉
科初代教授）および久保猪之吉（1874-1939, 
京都帝国大学福岡医科大学耳鼻咽喉科学教
室初代教授, 同大学は後に九州帝国大学医
学部となる）の役割を分析した。 
 岡田は、ドイツ・ミュンヘンの耳鼻科医・
ベツオルド（1842-1908）、オーストリア・ウ
ィーンのウルバンチッチ（1847-1921）から、
聾唖児の失聴の程度を検査し、残存聴力を活
用する教育があることを学んだ。岡田は、ド
イツ、オーストリアで学んだことを基に、帰
国後、聾唖児の残存聴力を評価し活用する教
育の必要性を主張した。彼は、官立東京盲唖
学校で「聾唖聴力回復」と題する講演を行い、
同校に教員練習科が設立されると、その嘱託
講師を継続して担当した。彼は、「中音（中
音域―引用者）が聴き得る者は耳によって言
語教授」するほうが適切であること、ドイツ
では 1899 年から全国の聾唖学校に耳科医が
顧問として置かれ、「聴力回復法」が実施さ
れるようになったことを紹介した。 
 岡田は、聴覚障害児の教育方法のみならず
教育制度、聴覚障害にかかわる社会問題にも
関心があった。すなわち彼は、聴覚障害教育
が、聴覚障害者の自立を可能にすること、反
対に無教育であることが犯罪につながるこ
とを根拠に、聴覚障害児の就学義務制の実施
と自活できない聴覚障害者の保護施設の必
要性を主張した。 
 一方、久保は、岡田の教え子として、留学
前から「残存聴力」を活用する教育や新しい



補聴器の紹介をおこなった。帰国後の久保は、
京都帝国大学福岡医科大学耳鼻咽喉科学教
室の初代教授となり、耳鼻咽喉科学領域の学
術雑誌や書籍の編纂、内外諸研究の摂取に取
り組み、耳鼻咽喉科学の学術・研究拠点およ
び臨床環境を整備した。 
 九州帝国大学医学部耳鼻咽喉科学教室の
聴覚障害教育への関与の内容は、主に教育方
法の側面から次の三点に整理される。第一に、
「無響室」「声音言語障碍治療部」等の設置
による聾唖や残聴利用についての基礎的・臨
床的研究の促進、第二に、臨床・研究上の知
見に基づく、近隣の福岡盲唖学校の口話教
育・残聴利用の教育との連携、第三に、聾唖
教育関係者への日本初の検査設備・機器の紹
介という三点であった。一方、未解明な課題
として、当時の連続音叉やオージオメータを
用いた検査がどの程度の判定力をもったの
か、聾唖児の聴力評価が教育方法上の開発や、
難聴児のための学校・学級の設置といった制
度上の整備とどう関係したのか等が挙げら
れる。 
 さて、耳鼻咽喉科医師の聴覚障害教育の制
度上の整備への関与を、残存聴力を活用して
教育を行う難聴学級の設置という点から考
察しておく。まず、岡田、久保の最初の留学
がすぐさま難聴学級の設置をもたらした訳
ではなかった。岡田らが聾唖児の中に残存聴
力をもつ子どもがいることを主張してから、
実際に難聴児のための学級が設置され始め
るまでには約四半世紀の時間を要した。日本
における難聴学級の初例は、1926（大正 14）
年 10 月に東京聾唖学校に設置されたもので
ある。 
 難聴学級の制度的整備までに時間を要し
た理由は、難聴児のための特別な教育施設の
設置は、ドイツを含む欧米諸国でもようやく
緒についた段階であったことも関係がある
と思われる。たとえば、岡田が留学した時期
（1896.12-1899.12）、ドイツでは難聴児を対
象とした最初の学校が一校存在したに過ぎ
ず、久保の留学時期（1903.5-1907.1）にな
って、ベルリン市、ケムニッツ市などで難聴
学級の設置が徐々に整えられるにいたった。
アメリカ合衆国では、1925 年にいたって 15
都市に難聴学級が設置された。 
 要約すれば、明治期から昭和戦前期にドイ
ツ渡航を経験した聴覚障害教育関係者のう
ち、耳鼻咽喉科医師である岡田和一郎と久保
猪之吉については、その足跡と役割を整理し、
彼らの聴覚障害教育への関与の内容が明ら
かとなった。彼らの果たした役割は、残存聴
力の評価に基づき聴覚を活用する教育を進
めるための医学的根拠を提供したことであ
った。しかし、難聴児のための特別な教育施
設の設置という制度上の整備につながるま
でには、そのために条件が整うまでに時間が

かかった。 
 
 ②ドイツ聴覚障害教育の歴史と現状に関
する史資料収集 
 研究期間２年目に、ドイツ共和国バイエル
ン州ミュンヘン、３年目に、同市およびザク
セン州ライプツィヒを訪問した。 
 ミュンヘンのルードヴィッヒ・マクシミリ
アン大学（以下、ミュンヘン大学）では、同
大教授の研究助言指導の下、同大学心理教育
学部附属図書館を中心に史資料の調査をお
こない、同大学が、残存聴力を活かした教育
の拠点でもあったこと、本邦初の大学耳鼻咽
喉科学講座の教授となった岡田和一郎が学
んだ足跡があることを確認できた。 
また、同図書館では、聴覚障害教育・福祉・

医療関係の諸雑誌、聴覚障害の当事者団体の
機関誌等の調査、同図書館に所蔵される聴覚
障害関係図書の調査を実施した。聴覚障害教
育関係の雑誌からは、人工内耳に対する関心
の高まりと同時に、聴覚障害のある子どもの
アイデンティティ形成についても問題関心
が持たれていることが確認でき、また、当事
者の諸雑誌からは、ドイツの成人聴覚障害者
の文化的活動や聴覚障害者の生活史・教育史
への強い関心を読みとることができた。 
 一方、ドイツ口話法の父であるサミュエ
ル・ハイニッケ（1727-1790）の創設したラ
イプツィヒ聾学校（1778 年）の聴覚言語障害
文庫は、16 世紀にかかれた聾唖教育に関する
書物に始まり、独語および独語以外で書かれ
た近現代の聴覚障害教育の書物に至るまで、
世界の聴覚障害教育の史資料の集約拠点の
一つであることがわかった。同文庫では、貴
重資料の閲覧・複写、特に関心のある 20 世
紀初頭のドイツの難聴児教育に関する資料
の収集、今後の研究の展開にとって有用とな
る情報の収集に努めた。さらに、今後、ドイ
ツの聴覚障害教育の歴史的研究を深めてい
く上で有用となる史資料の所蔵状況の把握、
史資料調査のキーパーソンとなりうる人と
の面談による情報収集を行った。 
 
 ③ドイツの聴覚障害教育の理念と方法の
伝統の現在への継承 
 ドイツの聴覚障害教育の特徴は、ザムエ
ル・ハイニッケによる最初の「聾唖」学校創
設以来、ろう者が聴者と同等の教育と生活を
享受させることを目的に掲げ、口話法そして
後に聴覚口話法による聴覚障害者への普通
教育の提供をおこなう点であり、したがって
ドイツの聴覚障害教育は、音声言語の理解、
表出、運用の指導法についての実践的、理論
的蓄積がある。こうした伝統の現在への継承
について、以下の二点から情報収集をおこな
った。 
 第一に、現代ドイツの聴覚障害教育におけ



る耳鼻咽喉科学の役割（とくに人工内耳に関
わる）である。 
 まず、ミュンヘン大学教授の媒介により、
人工内耳装用の子どもをもつ家族との面談
をおこない、子どもの失聴から人工内耳装用
の経緯、公立学校での様子について話を聴い
た。他方、ミュンヘン大学附属グロスハダー
ン病院耳鼻咽喉科及び外来患者診療部を訪
問し、人工内耳の手術室での電極挿入と聴神
経反射検査の様子を実地に観察するととも
に、言語病理学者の教授から乳幼児への人工
内耳装用の基準について、オージオロジスト
の職員から人工内耳装用者に対する人工内
耳の出力調整等について情報を得た。 
 第二に、ザムエル・ハイニッケ校の現在の
実践にみるハイニッケの理念・方法の継承で
ある。 
 現在のザムエル・ハイニッケ校は、聴覚障
害児だけでなく、聴者であり学習障害や聴覚
的認知の障害がある子どもを積極的に受け
入れ、両者を同じ教室で教えていた。ろう学
校の教育対象のこうした実情は、通常の学校
で学ぶろう・難聴児の増加に伴い、定員に余
裕が生じたことも関係しているだろう。しか
し、重要なのは、学習障害や聴覚的認知の障
害も、ろう・難聴と同じく音声言語の理解、
表出、運用に困難がある障害と位置づけ、共
通の原理で教育が可能であると考えている
ことである。この考え方は、音声言語を重視
したハイニッケ以来のろう教育の伝統と関
係があると示唆された。 
 
 ④国際聾教育学会での研究成果の発表 
 主として①に述べた内容について、第 21
回国際聾教育会議（バンクーバー）のポスタ
ー・セッションにて発表をおこなった。北米
のろう者との質疑では、耳鼻咽喉科医師の関
与がろう当事者の生活にどのようなインパ
クトを与えたのかという視点からの分析が
必要との示唆を得た。一方で、聴覚活用は今
日までの日本の聴覚障害教育の特徴でもあ
り、その特長と課題の把握には、耳鼻咽喉科
学の関与という視点からさらに研究を進め
る必要があると思われた。 
 
(2)国内外における位置づけ 
 本研究が目指すものは、日本の聴覚障害教
育の理念、制度、方法がどのような歴史的条
件、社会的条件の下で整備され、そこにいか
なる意義と課題を見出すことができるかを
明らかにすることである。本研究は、そのた
めに歴史的手法と比較教育学的手法を用い、
日本の聴覚障害教育の特徴と課題を、世界史
的視野に位置づけて把握し、特に日本の聴覚
障害教育と関係の深かったドイツからの情
報がどのように摂取、解釈されたのかを明ら
かにしようとした。 

 本研究で明らかになってきたことは、日本
の耳鼻咽喉科学領域の医師がドイツ留学の
経験を生かして聴覚障害教育に関与した事
実である。このように国境を越えて活動をし
た人物に着目することは、聴覚障害教育への
本質的理解とともに、聴覚障害教育がそれぞ
れの国の社会的・文化的条件によって規定さ
れる要素があることを分析する上で有効で
あると思われる。このように日本の聴覚障害
教育を世界史的視野に位置付けるという点
が、本研究が提起する新しい観点である。 
 もとより、聴覚障害教育の分野で、歴史的
手法を用いた研究は多くない。これまでなさ
れてきた国内の聴覚障害教育に関する事例
的研究の蓄積を摂取しつつ、上述のような世
界史的視野を意識して行われる研究は、さら
に発展が期待されるところである。 
 さらに、近年、日本の聴覚障害教育を国際
比較の観点でとらえる際、その比較対象とな
る国々は英語圏であることが多い。非英語圏
にあるドイツを検討対象としたことは、今後、
聴覚障害教育の在り方を多元的に追究する
ことにつながる。 
 
(3)今後の展望 
 ①残された課題 
 当初の研究計画から考えれば、以下のよう
に、未解明な課題も多い。 
 第一に、分析対象が、ドイツ留学をした二
人の耳鼻咽喉科医師およびその所属大学に
限られた。この制約のために、聴覚障害教育
の整備について、聴力評価に基づく聴覚活用
の教育という方法的整備という側面に焦点
を絞りすぎることになったし、耳鼻咽喉科学
領域全体として、聴覚障害教育にどのように
関わったかも十分解明されていない。耳鼻咽
喉科学領域だけをとってみても、たとえば私
立大阪聾口話学校を設立した大阪大学医学
部耳鼻咽喉科教授・加藤亨のように、特別な
教育施設を設立するに至った者もあり、さら
に多面的に追究する必要がある。また、聴覚
障害教育に直接携わってきた聾唖学校教師
たちが、聴覚障害教育に関する海外情報をど
のように摂取し、実践につなげていったのか
の検討もなされていない。 
 第二に、研究期間３年目の自己評価の後、
対象時期を第二次世界大戦前までとしなけ
ればならなかった。聴覚を活用する教育が本
格化するのが戦後であることを考えれば、戦
前期の耳鼻咽喉科医師たちの聴覚障害教育
への関与が、戦後にどのように継承され、発
展していくのかが明らかにされなければな
らない。 
 
 ②今後の研究の展開と計画 
 今後、以上の未解明課題の検討を含め、日
本の聴覚障害教育の方法的・制度的整備の経



緯を追究していく必要がある。特に、聴覚障
害教育の方法的整備に関して、今後の研究の
展望と観点を示しておく。 
 戦前期日本の聴覚障害教育の方法的整備
の系譜には、耳鼻咽喉科医師を中心とする難
聴児教育の提案という流れよりもむしろ早
い段階から、聾唖学校教師たちが言語指導の
方法をそれまでの手話と筆談による教育か
ら口話法による教育へと転換させていく流
れがあった。戦前期の聾唖学校は、聴覚を活
用した教育よりも口話法による教育が中心
であった。戦後期になり、補聴工学の進歩、
オージオロジーの発展と相俟って、口話法は
聴覚口話法へと転換していく。 
 このような教育方法上の変化の経緯とそ
れをもたらした歴史的・社会的条件とはいか
なるものであったのかを究明していく必要
がある。その際には、そうした教育方法上の
変化を期待あるいは支持した聴覚障害児を
もつ家族や地域社会が存在したという点か
らも分析が必要となる。 
 一方、近年、手話が自然言語であることが
認められるようになり、手話を第一言語とす
る早期からの教育も始まっている。聴覚口話
法と手話法との共存を考えていく上でも、聴
覚障害教育の方法的整備がいかなる経緯を
辿って現在にいたったのか、そしてそれを支
持した教育的、社会的基盤とは何であったの
かを究明する必要がある。 
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